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要因分析

【必須】

デジタル人材育成・確保の各種施策や職業訓練、外国人材や障がい者など多様な人材の活躍支援など産業人材の強

化を図ったが、退職者が増え、繁忙度の高まりに対し採用に苦戦している企業が多く、介護休暇の取得者が増えて

いることが要因（日本銀行松山支店）となっている。また、採用の超売り手市場下における人材獲得競争の激化、

賃上げなどの状況もあり、全国平均との差は広がった。

改善の方向性

【必須】

KGIの目標達成に向けて、社内DX推進による業務効率化や多様な人材の活躍が効果的であることから、デジタル人

材の国内外からの確保、社内人材のリスキリングによるDX推進やスキルのアンマッチ解消を図るほか、外国人材採

用や受入環境整備の促進、離転職者や新卒者等を対象とする職業訓練、障がい者の態様に応じた訓練を引き続き実

施するとともに、県内企業の人手不足解消に向け新たな取組みも検討する。
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